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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年２月期第１四半期 138,532 11.2 3,900 △12.3 3,582 △17.0 2,278 △21.5

2025年２月期第１四半期 124,558 18.3 4,449 60.5 4,314 60.0 2,901 55.3

（注）包括利益 2026年２月期第１四半期 2,351百万円 (△19.3％) 2025年２月期第１四半期 2,914百万円 （61.0％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年２月期第１四半期 22.69 －

2025年２月期第１四半期 28.90 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年２月期第１四半期 236,240 81,597 33.8 794.61

2025年２月期 220,041 80,832 36.1 791.01

（参考）自己資本 2026年２月期第１四半期 79,785百万円 2025年２月期 79,423百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年２月期 － 19.38 － 20.80 40.18

2026年２月期 －
2026年２月期（予想） 22.41 － 18.22 40.63

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 260,000 4.1 11,900 18.0 11,400 18.7 7,500 15.6 74.70

通期 509,000 2.5 22,100 11.1 21,100 10.4 13,600 1.1 135.45

１．2026年２月期第１四半期の連結業績（2025年３月１日～2025年５月31日）

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、2025年２月期第１四半期は潜在株式が存在しないため、2026年２月期
第１四半期は希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2026年２月期の連結業績予想（2025年３月１日～2026年２月28日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年２月期１Ｑ 106,888,000株  2025年２月期 106,888,000株

②  期末自己株式数 2026年２月期１Ｑ 6,480,770株  2025年２月期 6,480,770株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年２月期１Ｑ 100,407,230株  2025年２月期１Ｑ 100,407,309株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（注）詳細は、添付資料Ｐ.７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事
項（会計方針の変更に関する注記）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実績の業績等は様々な要因により上記業績予想とは異なることがあります。なお、

上記予想に関する事項は、添付資料Ｐ.２「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予

測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第１四半期連結累計期間（2025年３月１日～2025年５月31日）における国内直営店の小売台数は43,840台（前年同期

比12.9%増）となりました。第１四半期連結累計期間の実績としては過去最高の小売台数となりました。また、中古車オ

ークション相場が下落する厳しい環境下において、小売台あたり粗利額は前年同期並を維持しています。

　これらの主な要因は、大型店の小売台数が堅調に推移していること、オークション相場の下落に対応するため、在庫調

整を迅速かつ的確に実施したことによるものです。

　大型店は当初計画通り、２店舗出店しました。

　販売費及び一般管理費は、大型店出店に伴う地代家賃、従業員数の増加による人件費、採用コストの増加等による支払

手数料の増加等により増加しました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の実績は、売上高138,532百万円（前年同期比11.2%増）、営業利益3,900百万

円（前年同期比12.3%減）、経常利益3,582百万円（前年同期比17.0%減）、親会社株主に帰属する四半期純利益2,278百万

円（前年同期比21.5%減）となりました。

地域セグメント別の業績は以下のとおりです。

①日本

　売上高136,847百万円（前年同期比10.6%増）、セグメント利益3,943百万円（前年同期比11.1%減）となりました。

②その他

　売上高1,678百万円（前年同期比114.1%増）、セグメント損失△102百万円（前年同期は25百万円の損失）となりまし

た。

（２）財政状態に関する説明

［資産の部］

　当第１四半期連結会計期間末の資産の部合計は、236,240百万円（前期末比7.4%増）となりました。

　流動資産は、現金及び預金が増加（前期末比17,857百万円増）したことなどにより、177,456百万円（前期末比8.0%

増）となりました。

　固定資産は、車両運搬具が増加（前期末比1,203百万円増）したことや、大型出店等に伴い建設仮勘定が増加（前期

末比984百万円増）したことなどにより、58,784百万円（前期末比5.6%増）となりました。

［負債の部］

　当第１四半期連結会計期間末の負債の部合計は、154,642百万円（前期末比11.1%増）となりました。

　流動負債は、１年内返済予定の長期借入金が増加（前期末比10,150百万円増）したことや、未払費用の増加等に伴い

その他の流動負債が増加（前期末比3,920百万円増）したことなどにより、74,612百万円（前期末比6.0%増）となりま

した。

　固定負債は、長期借入金が増加（前期末比9,850百万円増）したことなどにより、80,030百万円（前期末比16.3%増）

となりました。

［純資産の部］

　当第１四半期連結会計期間末の純資産の部合計は、利益剰余金が増加（前期末比189百万円増）したことや、非支配

株主持分が増加（前期末比401百万円増）したことなどにより、81,597百万円（前期末比1.0%増）となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2026年２月期の連結業績予想は、2025年４月11日に公表しました「2025年２月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」

に記載した数値から修正はありません。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,416 33,273

受取手形及び売掛金 26,989 25,274

商品 114,588 108,905

その他の営業資産 ※ 1,891 ※ 3,990

その他 6,619 7,372

貸倒引当金 △1,147 △1,360

流動資産合計 164,358 177,456

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 53,693 54,590

減価償却累計額 △20,450 △20,954

建物及び構築物（純額） 33,243 33,635

車両運搬具 2,220 3,414

減価償却累計額 △450 △441

車両運搬具（純額） 1,769 2,972

工具、器具及び備品 6,795 7,167

減価償却累計額 △4,216 △4,334

工具、器具及び備品（純額） 2,578 2,833

土地 136 136

建設仮勘定 791 1,775

その他 630 576

有形固定資産合計 39,149 41,929

無形固定資産

ソフトウエア 1,194 1,405

のれん 70 68

その他 2 2

無形固定資産合計 1,267 1,476

投資その他の資産

関係会社株式 29 29

長期貸付金 1,789 1,765

敷金及び保証金 6,362 6,479

建設協力金 3,636 3,450

繰延税金資産 2,986 3,200

その他 463 453

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 15,265 15,377

固定資産合計 55,682 58,784

資産合計 220,041 236,240

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 6,379 8,080

短期借入金 9,577 1,491

１年内返済予定の長期借入金 6,550 16,700

未払金 4,552 4,902

未払法人税等 3,337 1,373

契約負債 34,786 33,713

預り金 254 439

賞与引当金 1,064 104

その他 3,886 7,807

流動負債合計 70,389 74,612

固定負債

社債 3,000 3,000

長期借入金 60,150 70,000

長期預り保証金 766 764

資産除去債務 3,594 3,705

その他 1,307 2,559

固定負債合計 68,818 80,030

負債合計 139,208 154,642

純資産の部

株主資本

資本金 4,157 4,157

資本剰余金 5,510 5,747

利益剰余金 73,608 73,798

自己株式 △4,344 △4,344

株主資本合計 78,931 79,358

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 491 426

その他の包括利益累計額合計 491 426

新株予約権 14 16

非支配株主持分 1,394 1,796

純資産合計 80,832 81,597

負債純資産合計 220,041 236,240
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
　至　2024年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年３月１日

　至　2025年５月31日)

売上高 124,558 138,532

売上原価 103,041 116,270

売上総利益 21,517 22,262

販売費及び一般管理費 17,068 18,362

営業利益 4,449 3,900

営業外収益

受取利息 48 31

その他 14 49

営業外収益合計 62 80

営業外費用

支払利息 96 241

為替差損 74 34

支払手数料 － 85

盗難損失 － 22

その他 26 16

営業外費用合計 197 398

経常利益 4,314 3,582

特別利益

固定資産売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失

固定資産除却損 41 59

店舗閉鎖損失 28 95

その他 0 22

特別損失合計 70 177

税金等調整前四半期純利益 4,243 3,404

法人税、住民税及び事業税 1,402 1,203

法人税等調整額 △14 △214

法人税等合計 1,388 988

四半期純利益 2,855 2,416

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△46 137

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,901 2,278

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
　至　2024年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年３月１日

　至　2025年５月31日)

四半期純利益 2,855 2,416

その他の包括利益

為替換算調整勘定 59 △64

その他の包括利益合計 59 △64

四半期包括利益 2,914 2,351

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,960 2,213

非支配株主に係る四半期包括利益 △46 137

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

- 6 -

㈱IDOM（7599）2026年2月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）



（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　主に連結子会社の第三者割当増資に伴う非支配株主との取引に係る親会社持分の変動により、資本剰余金が236

百万円増加しております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間末の資本剰余金は5,747百万円となっております。

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

　　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適

用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の

四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（四半期連結貸借対照表に関する注記）

　※その他の営業資産

　　債権流動化に伴う劣後信託受益権であります。

　前第１四半期連結累計期間

（自　2024年３月１日

　　至　2024年５月31日）

　当第１四半期連結累計期間

（自　2025年３月１日

　　至　2025年５月31日）

 減価償却費 761百万円 896百万円

 のれんの償却額 1百万円 1百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。
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（単位：百万円）

日本
その他

（注）1
合計

調整額

(注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

(注）3

売上高

外部顧客に対する売上高 123,775 783 124,558 － 124,558

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 123,775 783 124,558 － 124,558

セグメント利益

又はセグメント損失（△）
4,433 △25 4,408 40 4,449

（単位：百万円）

日本
その他

（注）1
合計

調整額

(注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

(注）3

売上高

外部顧客に対する売上高 136,854 1,678 138,532 － 138,532

セグメント間の内部売上高

又は振替高
△6 － △6 6 －

計 136,847 1,678 138,525 6 138,532

セグメント利益

又はセグメント損失（△）
3,943 △102 3,840 59 3,900

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ．前第１四半期連結累計期間（自　2024年３月１日　至　2024年５月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分には、米国の事業を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額40百万円には、セグメント間取引消去42百万円

及びのれん償却額△1百万円が含まれております。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行ってお

ります。

Ⅱ．当第１四半期連結累計期間（自　2025年３月１日　至　2025年５月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分には、米国の事業を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額59百万円には、セグメント間取引消去61百万円

及びのれん償却額△1百万円が含まれております。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行ってお

ります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年７月14日

株式会社ＩＤＯＭ

取締役会　御中

あかり監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中田　　啓

指定社員
業務執行社員

公認会計士 吉澤　誉彦

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社ＩＤＯＭの2025年３月１日から2026年２月28

日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2025年３月１日から2025年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期

間（2025年３月１日から2025年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期決算

短信開示会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論

を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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